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令和７年８月19日

『自動車関係税制のあり方に関する検討会』
ヒアリング

説明資料





全国軽自動車協会連合会について

１．社 名 一般社団法人 全国軽自動車協会連合会（略称：全軽自協）
（英文名称：Japan Light Motor Vehicle and Motorcycle Association）

２．設 立 昭和４２年１月３０日（社団法人）
平成２５年３月２１日（一般社団法人）

３．会 員 正 会 員 ： 銘柄別販売店会 １２団体
都府県地区軽自動車協会 ５３団体

特別会員 ： 軽自動車及び二輪車の製造業者 １０社

４．事業目的 四輪車等の軽自動車について、盗難、詐欺等による不正な届出、
検査申請等を防止し、適正な届出、検査申請等の遵守及び流通
改善を図るとともに、軽自動車に係る安全確保及び環境保全並
びに利用環境の改善により普及を図り、もって国民生活の向上
及び公共の福祉の増進に寄与することを目的とする。
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税制に関する軽自動車業界としての考え方
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１．軽自動車及び二輪車のユーザーに対する更なる税負担増に反対（最重点課題）

軽四輪車等（新車）に対する軽自動車税の大幅な増税が平成27年度から実施され、二輪車（既販車含む）
についても大幅な増税が平成28年度から実施された中で、軽自動車ユーザー及び二輪車のユーザーの負担
が増えることのないよう、軽自動車にかかる車体課税について、これ以上の増税は行わないこと。

令和７年度税制改正大綱において、「自動車の重量及び環境性能に応じた保有時の公平・中立・簡素な税
負担のあり方等」について検討との記載があるが、必要最小限な四輪車として全長・全幅・全高及び排気量
が規定されている軽自動車について、重量で区分するような複雑化は行わないこと。

なお、令和８年度税制改正において結論を得ることとなっている車体課税の見直しに当たっては、トラン
プ関税によって世界経済の不確実性が著しく高まる中、国内生産・雇用を維持するためにも、国内四輪車市
場の約４割を占める軽自動車の産業政策における重要性を認識したうえで検討を進めること。

２．期限切れとなる自動車重量税のエコカー減税・軽自動車税のグリーン化特例の延長・拡充

車体課税の見直しによる新たな税制が令和８年度から施行されない場合には、自動車の取得・保有に係る
税負担を軽減し、環境性能が優れた軽自動車の普及を促すため、期限切れを迎える自動車重量税のエコカー
減税及び軽自動車税のグリーン化特例については、これを拡充し、延長すること。

３．軽自動車税の環境性能割についての要望

車体課税の見直しによる新たな税制が令和８年度から施行されない場合には、軽自動車税の環境性能割の
税率に係る環境性能基準については、環境性能が優れた軽自動車の普及が広く進むよう、性急に基準を厳格
化しないこと。



軽自動車の最小回転半径は平均4.5m※1。小回りがきき、狭いスペースでの駐車も可能。専有面積約5㎡の省スペース性は、渋滞の緩和にも寄与している。
また、日本の道路の約85%は道幅平均3.9m※2の狭い市町村道。車幅1.48m以下の軽自動車の存在が路地や農道でのすれ違いをスムーズにしている。
※1「自動車ガイドブック vol.68 2021～2022」日本自動車工業会のカタログに掲載された軽乗用車の平均値 ※2「道路統計年報2021」国土交通省

１－１．規格
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◇道路運送車両法において、普通・小型自動車とは別に軽自動車が規定されている。
・軽自動車は、四輪車として求められる安全・環境規制に対応するために最小限必要な規格

として、その寸法等の範囲が定められたものと考えられる。

軽自動車 普通・小型自動車

運行に必要な手続 検査 検査・登録

所有権の公証 無
（それ故、印鑑証明不要・実印不要）

有
（それ故、印鑑証明要・実印要）

ナンバー 車両番号標
（封印なし）

登録番号標
（封印有）

●道路運送車両法での軽自動車と普通・小型自動車の主な違い



１－２．規格の変遷

年
月
日

1949
（昭和24）

7/8

1950
（昭和25）

7/26

1951
（昭和26）

8/16

1955
（昭和30）

4/1

1960
（昭和35）

9/1

1976
（昭和51）

1/1

1990
（平成2）

1/1

1998
（平成10）

10/1

排
気
量

2サイクル
0.10ℓ

4サイクル
0.15ℓ

1.20kW

2サイクル
0.20ℓ

4サイクル
0.35ℓ

2.00kW

2サイクル
0.24ℓ

4サイクル
0.36ℓ

2.00kW

2サイクル
4サイクル

ともに
0.36ℓ

2.00kW

2サイクル
4サイクル

ともに
0.36ℓ

kWの
表示やめる

0.550ℓ 0.660ℓ ←

長
幅
高

2.80m

1.00m

2.00m

3.00m

1.30m

2.00m

← ← ←

3.20m

1.40m

2.00m

3.30m

1.40m

2.00m

3.40m

1.48m

2.00m

規
格
改
定
理
由

・４サイク
ルエンジ
ンの性能
向上を受
け、区別
を廃止

・安全対策として全
長、全幅を拡大

・排ガス規制・騒音
規制対策として排
気量アップ

・安全対策のため、
全長を拡大

・上記安全対策と、
これまでの安全、
公害対策に伴う重
量増に対して排気
量アップ

・保安基準に改正に
よる前面衝突試験
速度の引き上げ
(40km/h⇒50km/h)

と側面衝突試験の
義務付けへの対応
として全長10cm、
全幅8cm拡大

・排気量は技術開発
の促進により対応
することとして
アップせず

○軽四輪車市場が形成されて以降（1960年代～）の規格改定は、安全・環境対策上の問題解決が
目的であり、必要最小限度のクルマとして最低限の拡大を行ったもの
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２－１．税制（軽自動車税と自動車税 種別割）①

軽自動車 普通・小型自動車

税目 軽自動車税種別割 自動車税種別割

賦課徴収者 市町村及び東京特別区（市町村税） 都道府県（都道府県税）

税率 10,800円／年
（4輪以上の自家用乗用車・H27年4月以降新車新規届出車）

25,000円／年
（自家用乗用車、排気量1ℓ以下の場合）

月割制度 無 有

グリーン化特例 有（自動車税より条件厳しい） 有

経年車重課 13年経過以降の車に概ね20%重課 13年経過以降の車に概ね15%重課

制限税率 1.5倍まで 1.5倍まで

●軽自動車税・自動車税種別割

◇自動車税・軽自動車税種別割は自動車の保有に対して毎年、定額課税される税であり、財産税的性格と道路損傷
負担金的性格を併せ持つ税であるとされている。また、グリーン化特例が講じられていることで、環境損傷負担
金的な性格も持つとされている。
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昭和25年 昭和28年 昭和29年 昭和30年 昭和33年 昭和36年 昭和37年 昭和40年 昭和51年 昭和54年 昭和59年 昭和60年 平成27年 平成28年 令和元年

500 500 ← ← ← 650 700 1,000 ← ← 2,000 ←

800 800 ← ← ← 1,000 1,100 1,200 ← ← 2,000 ←

700 ← 1,000 1,000 ← ← ← 1,300 1,450 1,600 ← ← 2,400 ←

－ － － － － － － － － － － 2,500 ← 3,700 ←

1,500 ← ← 2,000 2,200 2,400 ← ← 3,600 ←

2,000 ← ← 2,600 2,850 3,100 ← 3,900 ← ←

営業用 5,200 ← 5,500 ← 6,900 ← ←

自家用 5,900 6,500 7,200 ← 10,800 ← ←

営業用 2,900 ← 3,000 ← 3,800 ← ←

自家用 3,300 3,650 4,000 ← 5,000 ← ←

1,000 1,400 2,500 ← 2,500 ← ← ← 3,300 3,650 4,000 ← ← 6,000 ←

営業用 3,000 4,200 8,000 ← ← ← 6,000 ← 7,000 ← 7,500 ← ← ← 7,500

自家用 4,500 7,200 16,000 ← ← ← 12,000 18,000 23,500 25,500 29,500 ← ← ← 25,000

・・・ 軽自動車税 ・・・ 自転車税

・・・ 自動車税 ・・・ 自転車荷車税

<参考>
小型自動車

（1,000cc以下）

原動機付
自転車

（125cc以下）

軽自動車
（660cc以下）

二輪の小型自動車（250cc超）

区分

　50cc以下

　50cc超90cc以下

　90cc超

　ミニカー

　二輪（側車付を含む）
　（250cc以下）

　三輪

　四輪

乗用

貨物用

　乗用

200 500

500 700 1,500

500

4,500

←

← 1,500 3,000

2,500

←

←

●自動車税・軽自動車税種別割の標準税率の推移

２－１．税制（軽自動車税と自動車税 種別割）②
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２－２．税制（軽自動車税は平成27年度に大幅増税）①

車種区分 税率

乗用
自家用 7,200円

営業用 5,500円

貨物
自家用 4,000円

営業用 3,000円

税率

10,800円

6,900円

5,000円

3,800円

●平成27年度以降
【四輪車の例】平成27年4月以降に新規取得する新車から適用

車種区分 車齢13年超税率

乗用
自家用

概ね
20％
重課

12,900円

営業用 8,200円

貨物
自家用 6,000円

営業用 4,500円

●平成28年度以降
【四輪車の例】〈経年車重課の実施〉

増税

●軽自動車税に対する超過課税団体（市町村）数の推移

H18
（2006）

年度

H19
（2007）

年度

H20
（2008）

年度

H21
（2009）

年度

H22
（2010）

年度

H23
（2011）

年度

H24
（2012）

年度

H25
（2013）

年度

H26
（2014）

年度

H27
（2015）

年度

H28
（2016）

年度

H29
（2017）

年度

超過課税
団体数 22 26 28 34 33 33 30 29 28 1 1 0

軽
自
動
車
税
増
税

平成18年度に軽自動車税の制限税率が引き上げられて以降、地方公共団体の財政再建が叫ばれ、軽自動車税の超過課税団体は増加傾向にありましたが、
平成27年度の軽自動車税増税後の税率に対して超過課税を実施する市町村は存在しません。

全軽自協調べ ※超過課税：地方団体が税法で定めた標準税率を超える税率を条例で定めて課税すること。

車両の基本性能の保持に必要な最小限の規格として定められた軽自動車について、小型自動車と比較した場合、登録制度の違いによる財産上の価値の違いや検査制度の違いは残るが、価
格面で接近していること、道路損傷負担金的性格から見た場合でも車両重量にも大きな差異がなくなってきていることなど、その差異が縮まっている現状にあり、環境損傷負担金的性格が強まっ
ていると考えた場合でも、両者の間にはかつてほど大きな差異は認められないと考えられる。

その上で、さらに下記のような点を考慮に入れれば、排気量及び規格に応じて定められている軽自動車税の負担水準の適正化を検討すべきである。
イ 1,500cc 超 2 000 cc 以下 の自動車税が 39,500 円、 1,000cc超 1 500cc 以下 の自動車税が 34,500 円、 1 000cc 以下 の自動車税が 29,500 円と 5,000 円刻みであるのに対し、軽自動車

税660cc 、自家用乗用）の税率が 7,200 円と 1 000cc 以下の自動車税 と ２ 万円以上の格差があるのは、軽自動車の特殊性を考慮したとしても、バランスを欠いて いると考えられること。
ロ 軽自動車の規格の拡充が数度にわたり行われているが、その一方で、定額課税である軽自動車税の税率が、物価の動向等にかかわらず、据え置かれていること。
ハ 地方団体からは、軽自動車税については、軽自動車の大型化・高性能化及び自動車税との負担の均衡等を考慮し、税率を引き上げること等の要望が出されていること。
ニ 地方部の財政が厳しいいくつかの市町村では、軽自動車税を制限税率限度 である標準税率 の 1.5 倍で課していること。
ホ かねてより 、全米自動車政策評議会、欧州自動車工業会から、軽自動車への優遇措置の廃止や見直しが求められていること。
軽自動車税における 営業用 軽自動車と自家用軽自動車の税率格差については、自動車税における営自格差ほどは大きくないことを考慮して、その水準を検討すべきである。また、軽自動車

税においても、 自動車税において環境への配慮から行われている経過年数による重課について、導入を検討すべきで ある。
なお、自動車税では登録情報は電子データで提供されるが、軽自動車税では手作業でデータ入力をしているなど、自動車税に比べてコストがかかる一方で税率が低いという面があり、軽自動車

税の徴税効率を改善するための環境整備 について検討する必要がある 。

●軽自動車税を見直すべきとされた理由（平成25年11月「自動車関係税制のあり方に関する検討会」報告書より）
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45

50

55

60

65

70

75

80

85

90

95

100

105

110

115

120

125

130

135

140

145

150

155

160

165

170

175

180

4 6 8 10 12 2 4 6 8 10 12 2 4 6 8 10 12 2 4 6 8 10 12 2 4 6 8 10 12 2 4 6 8 10 12 2 4 6 8 10 12 2 4 6 8 10 12 2 4 6 8 10 12 2 4 6 8 10 12 2 4 6 8 10 12 2 4 6 8 10 12 2 4 6

(％)

2019（R1）年度2017（H29）年度

2018（H30）年度 2020（R2）年度

2021（R3）年度

2022（R4）年度

2023（R5）年度

2024（R6）年度

2025（R7）年度2013（H25）年度 2015（H27）年度

2014（H26）年度 2016（H28）年度

Ｈ25(13)年 Ｈ26(14)年 Ｈ27(15)年 Ｈ28(16)年 Ｈ29(17)年 Ｈ30(18)年 R01(19)年 R02(20)年 R03(21)年 R04(22)年 R05(23)年 R06(24)年 R7(25)年
１月 154,168 203,659 164,196 145,214 143,565 156,105 158,927 138,639 147,850 122,576 152,841 117,950 137,352
２月 184,926 228,992 193,754 176,163 172,690 177,211 179,017 161,883 169,926 140,969 156,889 118,051 146,593
３月 247,059 302,345 277,387 231,088 230,720 229,193 223,440 206,483 228,889 185,569 193,937 148,228 169,827
４月 151,999 156,361 121,109 112,034 130,527 140,766 147,733 98,255 139,541 120,859 129,605 102,809
５月 148,549 156,463 125,754 107,834 135,064 135,841 148,782 70,307 125,568 100,079 120,068 110,763
６月 183,912 187,384 163,256 133,141 161,725 161,004 160,173 132,515 130,934 130,366 132,925 132,038
７月 187,794 174,377 142,854 133,852 149,030 159,657 158,657 156,991 130,300 135,201 125,811 141,981
８月 149,343 126,864 115,745 113,388 121,497 130,860 145,882 128,607 113,129 110,967 126,476 119,788
９月 198,443 203,446 173,571 159,721 177,013 177,053 200,503 176,186 112,948 153,121 165,285 164,355
10月 157,082 155,994 139,198 135,871 140,906 157,439 122,294 153,547 102,598 147,617 154,528 143,178
11月 180,970 176,945 149,001 144,558 148,696 162,349 147,014 158,532 133,179 155,538 156,035 139,687
12月 168,746 199,960 130,375 132,596 131,908 136,646 117,924 136,143 117,660 135,274 130,519 119,040
暦年計 2,112,991 2,272,790 1,896,200 1,725,460 1,843,341 1,924,124 1,910,346 1,718,088 1,652,522 1,638,136 1,744,919 1,557,868
年度(4-3)計 2,261,834 2,173,131 1,813,328 1,719,970 1,858,875 1,922,999 1,855,967 1,757,748 1,554,971 1,692,689 1,625,481 1,627,411

軽四輪車販売台数の月別推移

２－２．税制（軽自動車税は平成27年度に大幅増税）②

平成27(2015)年の増税によって、約２年にわたって対前年マイナスが継続し、新車販売に大きな影響があった。
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２－３．税制（軽自動車は税収面で優等生）

軽自動車の保有台数の増加と2015年の増税によって、全国市区町村の軽自動車税（種別割）税収は年々増加している。

※軽自動車税収、自動車税収は総務省「地方税に関する参考計数資料」より。グラフは全軽自協作成
9



○昭和43(1968)年 自動車取得税創設
地方道の整備の立ち遅れから道路整備の緊急性と道路目的財源における国、地方配分の状況を勘案して自動車取得税を創設。
※政府税調において、著しい自動車の増加と道路整備の必要性との関連、自動車による道路使用と道路整備の密接な受益関係に着目し、自動車の取得者に取得の際の担税力に応じて

負担を求める自動車取得税を創設すべきとの答申が行われた。

○昭和49(1974)年 自動車取得税率の引き上げ
地方道路財源の充実を図るため、資源節約、消費抑制といった社会的要素も踏まえ、軽自動車以外の自家用自動車を３％→５％に引き上げ。（暫定税率）

○昭和63(1988)年 消費税導入時の議論
消費税の導入にあたって地方間接税の多くが調整されたが、自動車関係諸税については見送られた。昭和63年４月の「税制改革についての中間答申」によると、自動車関係諸税の
簡素化については、「現行税体系は、自動車の取得、保有、燃料の消費に着目して各種の税を課すこととしており、これによって全体として適正な税負担が実現されると考えられる
こと等から現行税制には理由があるものと考えられる。」とされた。

○平成21(2009)年 自動車取得税の一般財源化・エコカー減税の創設
「道路特定財源の一般財源化等について」（平成20年12月８日政府・与党決定）において、「平成２１年度予算において道路特定財源制度を廃止することとし、（略）地方税法

などの所要の改正を行う。」とされたことに伴い、自動車取得税についても、目的税から普通税に改められ、使途制限が廃止された。一方、自動車の買換え・購入需要を促進すると
ともに、低炭素社会の実現を目指すため、環境性能の優れた新車の取得について、３年間の時限的軽減措置を講ずる（エコカー減税）こととされた。

○平成22(2010)年 自動車取得税の暫定税率の廃止
暫定税率は廃止した上で、当分の間、当時の税率水準を維持することとされた。

○平成26(2014)年 自動車取得税の税率引き下げ

消費増税（5%→8%）に伴い、税率を引下げ（自家用自動車：5％→3％、営業用自動車・軽自動車：3％→2％）てエコカー減税を拡充、消費税10％段階で廃止することを決定。

○令和元(2019)年 自動車取得税の廃止と環境性能割の創設
消費増税（8%→10%）に伴い、自動車取得税を廃止するも、自動車税・軽自動車税の環境性能割として自動車取得時の税が新たに創設された。 10

２－４．税制（軽自動車税と自動車税 環境性能割(自動車取得税) ）

軽自動車 普通・小型自動車

税目 軽自動車税環境性能割 自動車税環境性能割

賦課徴収者
市町村及び東京特別区（市町村税）

（事務を都道府県に委託）
都道府県（都道府県税）

税率 0～2% 0～3％

●軽自動車税・自動車税環境性能割（令和元(2019)年10月1日、自動車取得税の廃止に伴い創設）

◇自動車税・軽自動車税環境性能割は、自動車の取得時に、取得価格を課税標準として環境性能に応じて税率が
課される税であり、自動車がもたらすCO2排出、道路の損傷、交通事故、公害、騒音等の様々な社会的コスト
にかかる行政需要に着目した原因者負担金的性格を有する普通税であるとされる。

●自動車取得税と自動車税・軽自動車税環境性能割の沿革
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２－５．税制（自動車重量税）

軽自動車 普通・小型自動車

税目 自動車重量税

賦課徴収者 国（国税）

税率（当分の間税率） 3,300円／年 0.5tあたり4,100円／年

●自動車重量税

◇自動車重量税は、自動車が車検を受けることで走行可能になるという法的地位を得ることに対して課される一種の
権利創設税とされる。また、自動車の走行に伴う道路損傷、CO2 排出等の社会的費用を考慮し、自動車ユーザー
が道路整備等によって受益していることを踏まえて課税される負担金としての性格も持つ。

●自動車重量税の沿革
○昭和46(1971)年 自動車重量税創設

自動車にかかる社会的費用を確保するとともに第6次道路整備５か年計画における財源不足に対応するために創設。根拠法である「自動車重量税法」上は税収の使途を制限しない
普通税だが、創設時の国会答弁に基づき運用上は道路特定財源とされた。

○昭和49(1974)年・昭和51(1976)年 自動車重量税率の引き上げ
自動車取得税と同様、地方道路財源の充実を図るため、昭和49年に自家用自動車で税率を時限的に2倍に引き上げ。さらに、昭和51年には自家用自動車で約25％引き上げた上で
引き上げの期限の延長が図られ、以降、平成20(2008)年に10年間の延長が決定するまで累次の延長が重ねられた。（暫定税率）

○平成21(2009)年 自動車重量税の一般財源化・エコカー減税の創設
「道路特定財源の一般財源化等について」（平成20年12月８日政府・与党決定）において、「平成２１年度予算において道路特定財源制度を廃止することとし、（略）地方税法

などの所要の改正を行う。」とされたことに伴い、自動車重量税についても、使途制限が廃止された。一方、自動車の買換え・購入需要を促進するとともに、低炭素社会の実現を
目指すため、環境性能の優れた自動車に対する減免措置（エコカー減税）が導入された。

○平成22(2010)年 自動車重量税の暫定税率の廃止
暫定税率は廃止した上で、当分の間、車体の環境負荷に応じた複数税率が設定された。(ex.次世代車:本則税率、ガソリン車:当分の間本則の2倍、18年経過車:当分の間暫定税率水準)

○平成24(2012)年 当分の間税率の見直しと以降のエコカー減税の基準の見直し
環境性能に関して一定の基準を満たした自動車に対して本則税率を適用するとともに、それ以外の自動車への当分の間税率が引き下げられた。（13年経過車については据え置き）
以降、期限を迎えるごとにエコカー減税の基準が見直されている。



２－６．税制（軽自動車ユーザーの税負担が国際水準）
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消費税

消費税

付加価値税

付加価値税

付加価値税

小売売上税

自動車税
環境性能割

軽自動車税
環境性能割

自動車重量税

自動車重量税

軽自動車税
種別割

自動車税
種別割

自動車税 自動車税

登録税

自動車税

軽自動車の車体課税
19.6

65.6
96.4

46.5
108.1

19.1
77.6

6.9
68.5

2.8
30.1

19.6
34.0

（万円）

上段：車体課税のみ
下段：消費課税含む

課税額合計

左上段グラフ前提条件
①排気量2,000cc（軽は660cc）②車両重量1.5t（軽は0.89t）
③WLTCモード燃費値19.4km/ℓ、CO2排出量119g/km
④最高出力 ｋＷ ⑤車体価格308万円（軽は144万円）
⑥フランスはパリ市、米国はニューヨーク市
⑦13年間使用（平均使用年数：自動車検査登録情報協会データより）
⑧為替レート：1€=¥158、1￡=¥186、1＄=¥146（2023/4～2024/3の平均）

※2024年4月時点の税体系に基づく試算
※日本のエコカー減税等による特例措置は含まず

自動車関係諸税（取得・保有段階の車体課税）の国際比較

軽自動車税種別割

自動車重量税

軽自動車税
環境性能割

消費税

登録税

小売売上税

付加価値税

付加価値税

付加価値税

自動車税

自動車税

19.6
34.0

46.5
75.3

8.4
35.8

2.7
28.8

2.2
15.0

課税額合計

上段：車体課税のみ
下段：消費課税含む

２
，
０
０
０
ｃ
ｃ
小
型
車
と
の
比
較

平
均
的
軽
自
動
車
で
の
比
較

●日本の車体にかかる税は過重で
あり、欧米各国の2,000cc
の車両にかかる税負担と比べると、
軽自動車の車体課税が国際水準
です。

軽自動車の車体課税
19.6

左下段グラフ前提条件
①排気量660cc②車両重量0.89t
③WLTCモード燃費値20.2km/ℓ（CO2排出量115g/km）
④最高出力38kW⑤車体価格144万円⑥フランスはパリ、

米国はニューヨーク市⑦13年間使用（上段グラフに同じ）
⑧為替レート：上段グラフに同じ
※2024年4月時点の税体系に基づく試算

●軽自動車の排気量や平均的な環境
性能を各国の税体系に当てはめる
と、軽自動車にかかる税も過重な
状況にあります。

（万円）

自動車税
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３－１．使用実態（軽自動車は地方の貴重な交通手段）

都道府県の軽自動車世帯当り普及順位

普及上位１０県 普及下位１０県

上位
順位

都道府県
世帯当り
普及台数

下位
順位

都道府県
世帯当り
普及台数

1位 長野県 1.04 1位 東京都 0.12 

2位 鳥取県 1.03 2位 神奈川県 0.24 

3位 島根県 1.02 3位 大阪府 0.28 

4位 佐賀県 1.02 4位 千葉県 0.42 

5位 山形県 1.00 5位 埼玉県 0.42 

6位 福井県 1.00 6位 京都府 0.44 

7位 山梨県 0.96 7位 北海道 0.44 

8位 新潟県 0.94 8位 兵庫県 0.44 

9位 和歌山県 0.91 9位 愛知県 0.52 

10位 沖縄県 0.91 10位 福岡県 0.56 

市区町村の軽自動車世帯当り普及順位

普及上位１０市区町村 普及下位１０市区町村

上位
順位 市区町村

世帯当り
普及台数

下位
順位 市区町村

世帯当り
普及台数

1位
長野県

川上村
2.44 1位

東京都

武蔵野市
0.07

2位
長野県

南牧村
1.91 2位

東京都

東京２３区
0.07

3位
群馬県

昭和村
1.76 3位

兵庫県

芦屋市
0.09

4位
徳島県

佐那河内村
1.75 4位

千葉県

浦安市
0.09

5位
奈良県

山添村
1.73 5位

東京都

狛江市
0.10

6位
長野県

中川村
1.68 6位

東京都

小金井市
0.10

7位
長野県

豊丘村
1.67 7位

東京都

三鷹市
0.11

8位
福島県

鮫川村
1.67 8位

東京都

調布市
0.11

9位
東京都

青ヶ島村
1.66 9位

神奈川県

川崎市
0.11

10位
鳥取県

江府町
1.65 10位

東京都

国分寺市
0.12

※都道府県世帯数は令和6年１月１日現在、総務省調べ。
軽自動車保有台数は令和5年12月末現在、国土交通省調べ

※市区町村世帯数は令和６年１月１日現在、総務省調べ。
軽自動車保有台数は令和６年３月31日現在、全軽自協調べ
順位は1718の市町村と東京特別区の合計1719をベースとして算出。

上位県は生活にクルマが欠かせない県が並ぶ 上位町村は軽トラックが不可欠な農業が盛んな地域ばかり

地方部ほど軽自動車の世帯当り普及台数が多い傾向にあり、小型・普通乗用車と併せて、一家に数台という世帯も
少なくない。地方部ほど、世帯における車体課税の負担は大きく、都市と地方の格差となっている。



※「2021年度 軽自動車の使用実態調査報告書」2022年3月 日本自動車工業会
「2023年度 軽自動車の使用実態調査報告書」2024年3月 日本自動車工業会

※軽乗用車は「2023年度 軽自動車の使用実態調査報告書」2024年3月 日本自動車工業会
乗用車全体は「2023年度 乗用車市場動向調査」2024年3月 日本自動車工業会
（乗用車全体には軽乗用車も含む）

※軽乗用系女性は「2023年度 軽自動車の使用実態調査報告書」2024年3月 日本自動車工業会
一般女性は「2022年労働力調査」総務省統計局
(注)軽乗用系ユーザー：18～29歳 一般女性：20～29歳

※軽乗用車は「2023年度 軽自動車の使用実態調査報告書」2024年3月 日本自動車工業会
乗用車全体は「2023年度 乗用車市場動向調査」2024年3月 日本自動車工業会
（乗用車全体には軽乗用車も含む）

(注)

３－２．使用実態（軽自動車は女性・高齢者の頼れる足）

軽乗用車ユーザーのうち、6５%は女性。女性軽乗用系ユーザーの就業率は、多くの年代で一般の女性より高く、
特に若年層と60代以上の層に顕著に表れている。軽自動車は女性の社会進出を支えていると言える。

軽乗用車ユーザーのうち60歳以上は43％であり、60歳以上が占める割合は10年で約1.4倍に増加。

14



３－３．使用実態（軽自動車は所得の低い方々の味方）

15

都道府県別の軽自動車販売比率順位と平均年収

販売比率上位10都道府県 販売比率下位10都道府県

上位 都道府県 軽販売比率 平均年収（順位） 下位 都道府県 軽販売比率 平均年収（順位）

1位 長崎県 53.0% 429.7万円(38位) 1位 東京都 19.7% 580.7万円( 1位)

2位 島根県 52.0% 430.7万円(37位) 2位 神奈川県 24.2% 570.9万円( 2位)

3位 高知県 51.4% 420.5万円(41位) 3位 大阪府 27.2% 545.6万円( 3位)

4位 佐賀県 51.0% 434.2万円(35位) 4位 愛知県 29.1% 532.0万円( 5位)

5位 鳥取県 50.8% 408.6万円(43位) 5位 北海道 32.6% 450.9万円(27位)

6位 和歌山県 49.7% 468.9万円(25位) 6位 千葉県 32.7% 487.0万円(13位)

7位 愛媛県 48.1% 442.7万円(34位) 7位 兵庫県 32.7% 514.6万円( 6位)

8位 宮崎県 48.0% 402.7万円(46位) 8位 栃木県 34.6% 535.2万円( 4位)

9位 沖縄県 47.9% 393.5万円(47位) 9位 埼玉県 34.7% 497.0万円( 9位)

10位 香川県 47.9% 473.3万円(22位) 10位 宮城県 34.7% 455.1万円(26位)
※軽販売比率は四輪新車販売における軽自動車販売台数の比率  2024年暦年 全軽自協調べ 平均年収は「令和6年賃金構造基本統計調査」厚生労働省より算出

軽乗用系ユーザーの約4割は世帯年収が400万円未満の世帯。また、軽自動車の販売比率の高い県は
平均年収も低い傾向があり、車両価格や維持費が抑えられる軽自動車は、所得の低い方々の味方でもある。

※「2023年度 軽自動車の使用実態調査報告書」2024年3月 日本自動車工業会



東京特別区と政令指定都市の保有台数と商用車比率

保有台数
全国順位

特別区と
指定都市

軽自動車
保有台数

うち商用
の比率

保有台数
全国順位

特別区と
指定都市

軽自動車
保有台数

うち商用
の比率

1位 東京23区 380,490台 43.9% 12位 熊本市 218,163台 21.0%

2位 名古屋市 304,974台 20.8% 13位 京都市 194,329台 29.7%

3位 横浜市 290,787台 30.1% 14位 仙台市 189,987台 18.1%

4位 札幌市 279,091台 15.7% 17位 神戸市 178,948台 26.1%

5位 浜松市 261,023台 20.4% 18位 静岡市 176,868台 21.7%

6位 新潟市 247,019台 17.5% 20位 さいたま市 168,426台 23.0%

7位 北九州市 246,428台 21.0% 25位 堺市 146,448台 25.9%

8位 広島市 245,901台 20.9% 26位 千葉市 141,141台 21.6%

9位 岡山市 229,441台 23.7% 34位 相模原市 116,785台 25.2%

10位 福岡市 227,054台 23.4% 58位 川崎市 84,712台 34.6%

11位 大阪市 222,987台 39.1% 全国計 31,755,793台 26.9%

３－4．使用実態（軽自動車は都市部でも大活躍）

軽自動車の絶対数が多いのは、都市部であり、東京・大阪をはじめとする大都市部
では商用車の比率が高く、配送や営業、また現場への移動手段など、企業や個人事業
を営む方々の経済活動を支えている。

※市・区の軽自動車保有台数は令和6年3月31日現在、全軽自協調べ（商用車は貨物車と特種車の合計）
保有台数順位は1,718の市町村と東京特別区の合計1,719をベースとして算出。全国保有は国土交通省調べ令和6年3月31日現在 16
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ハッチバック ハイトワゴン SUV
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４．安価でお手軽な軽自動車

軽乗用車の平均小売価格は上昇傾向だが、小型・普通乗用車
も平均小売価格は上昇している。

車両タイプ別で比較すると、どのタイプも軽自動車は
リッターカーやコンパクトカーのハイブリッド車に
比して車両本体価格が安い。
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（ｋｇ）

2001年からの20年間における日本の自動車CO2排出量の削減率23％は国際的にみて極めて高いレベルとなっている。
日本の誇る「ハイブリッド車」と「軽自動車」の普及の伸びがこれを実現したと言える。

５－1．社会的コストを低減（CO2排出削減に寄与）

18

※軽自動車保有構成比 国土交通省調べ（各年3月末）
ハイブリッド車保有構成比 自動車検査登録情報協会調べ（各年3月末）

※日本自動車工業会資料より

(％)



（ｋｇ）

軽乗用車 普通・小型乗用車

車両重量 899ｋｇ 1,579ｋｇ

重量比 ０．５7 １

道路損傷度 ０．１ １

軽乗用車の平均重量は、普通・小型乗用車の約６割

軽乗用車の道路損傷度は普通・小型乗用車の約1/10

５－2．社会的コストを低減（軽量でインフラを傷めない）

車両タイプ別でみると、どのタイプも軽自動車はリッターカー
やコンパクトカーのハイブリッド車に比して車両重量
が軽く、省資源であることがわかる
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ハッチバック ハイトワゴン SUV
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※車両重量は「自動車燃費一覧 令和７年3月」（国土交通省）に掲載されたWLTCモード
ガソリン車の車両重量中の中間値を平均したもの

※車両重量は「自動車燃費一覧 令和７年3月」（国土交通省）に掲載されたWLTCモード
ガソリン車の車両重量中の中間値を平均したもの

※道路損傷度は軸荷重の４乗に比例する
「舗装設計施工指針（平成１８年度版）」日本道路協会



６．欧州からも注目を浴びる日本の軽自動車

欧州自動車工業会のルカ・デメオ会長（ルノーグループCEO）は、昨年11月30日の記者会見で、自動車産業が
ヨーロッパの市民に手頃な価格の移動手段を提供できるような環境を整えるために以下のように軽自動車につい
て言及した。

「日本の軽自動車を例にとってみましょう。これらの小型車は、日本では特別な税制優遇措置を受
け、独自の規制の対象となっています。その結果、現在では日本市場の40%以上を占めています。
これらのモデルの中にはハイブリッド車もあり、燃費も非常に優れています。その価格は、ヨー
ロッパ製の同等のバッテリーEV（電気自動車）の約半分です。ヨーロッパでも、電気モビリティ
を大衆化し、環境の観点から道路を走る旧型車をより良いモデルに置き換えるために、同様の仕組
みを構想することができるでしょう。つまり、小型で手頃、かつ持続可能な車のための専用の制度
です。」

ロイター通信は6月12日、自動車大手ステランティスのジョン・エルカン会長が欧州は日本の「軽自動車」のよ
うな小型で安価な車両を開発する必要があるとの見解を示した旨を以下の通り報道。

欧米自動車大手ステランティスのジョン・エルカン会長は１２日、欧州は日本の「軽自動車」のよ
うな小型で安価な車両を開発する必要があるとの見解を示した。欧州地域で規制による高価格が消
費者需要を圧迫していることを理由に挙げた。米自動車専門メディアのオートモーティブ・ニュー
スがイタリアのトリノで開催した会議での発言。
軽自動車は日本で従来販売されている都市型車両で、サイズとエンジンに制限があり、税金や保険
費用が低く抑えられる。エルカン氏は日本の軽自動車に相当する欧州の車両を「ｅカー」と名付け
ることができるとし、「日本に市場シェア４０％を持つ軽自動車があるなら、欧州がｅカーを持た
ない理由はない」と発言した。 20



※経済産業省「工業統計表」総務省「労働力調査」

●製造業の就業者数は2004年の1150万人から2023年には
1055万人へ減少。

●減少傾向の製造業の中で、自動車は2004年度の77万人から
2023年には88万人に増加。

軽自動車は全て日本国内で生産、国内の雇用を支えています。

1996年

国内生産
1035万台

64％

世界生産1613万台

※総務省「労働力調査」

※日本自動車工業会「日本の自動車工業」2024より全軽自協作成

2023年

国内生産
900万台

34％

世界生産2651万台

軽自動車は、ほぼ全てが日本国内で生産され、国内生産の約2割にあたる180万台前後で推移しております。
安定的な軽自動車の需要が自動車生産の空洞化を防ぎ、雇用の安定化や国内経済を下支えてしていると言えます。

21

国内生産の
16％

国内生産の
20％

国内向け生産の
40％



自動車関係税制のあり方に関する検討会

全国ハイヤー・タクシー連合会

令和７年８月１９日



◯ タクシー事業は、地域に密着した輸送サービスの担い手であり、国民生活に欠かせない地域公共交通機関として、全国で
約１０億人のお客様に安全・安心にご利用いただき、その社会的責任を果たすため日夜努力を続けております。

◯ また、タクシー事業は、資本金１億円以下の事業者が９９．８％（１千万円以下８５．７％）を占める等、経営基盤の脆
弱な中小零細事業者となっております。

◯ 一方、コロナ禍における急激な需要減によるタクシー業界への影響は大きく、コロナ禍が一段落した後も、
◆ 大幅な最低賃金アップの実施
◆ 燃料価格の急激な高騰
◆ 配車アプリやキャッシュレス決済機器など効率化投資の増加
◆ コロナ禍における融資の返済が資金繰りに悪影響
◆ コロナ禍で加速したドライバー不足からの回復の遅れ
により、現在においても廃業を余儀なくされる事業者が発生するなど、タクシー事業は引き続き厳しい経営環境下に置か
れております。

◯ コロナ禍が終息し、インバウンドも復活する状況を受け、タクシーの供給不足が指摘される中、我々タクシー事業者は、
地理試験の廃止や二種免許取得の効率化など様々な国の支援措置を活用し、コロナ禍で減少したタクシードライバーの増
加に全力を傾注して参りました。その結果、運賃改定の効果もあり、本年７月末においては、コロナ禍発生直後の令和２
年３月末と比較して約８７％までドライバー数を回復させており、引き続きその改善に向け全力で取組みを進めておりま
す。

◯ また、現在、タクシー業界においては、交通空白の解消に向け、国土交通省の「交通空白解消本部」及び全国の自治体と
緊密に連携し、乗合タクシーの導入、全国における日本版ライドシェアの展開、公共ライドシェアとの連携等、あらゆる
取組みを総力を上げて展開しております。

◯ さらに、超高齢化社会が進展していく中、高齢な方、障がいをお持ちの方、妊娠中・出産される方など、いわゆる「交通
弱者」の方々の社会参加を促し外出を支援するため、タクシー事業者はケア輸送サービスの取組みを推進しております。
車椅子の取扱いや介助の仕方を研修で学習し、誰もが利用しやすいユニバーサルデザインタクシーや福祉タクシーの導入
促進を図っております。

◯ 加えて、タクシー業界におけるＧＸの取組みとして、２０５０年カーボンニュートラルの実現に向け、「ＧＸに向けた基
本方針」（令和５年２月１０日閣議決定）を踏まえ、ハイブリッド車に加え、燃料電池自動車や電気自動車など次世代自
動車の導入促進を進めて参ります。

◯ 我々タクシー事業者は、地方創生を担う社会インフラであるとの認識の下、今後も法人タクシーが利用者ニーズに応えて
安心・安全に加え、質の高いサービスを提供し、地域公共交通機関としての使命を達成できるよう努めて参る所存です。

タクシー事業の現状
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各種データ

資料：ハイヤー・タクシー年鑑２０２５ 令和５年度末。ハイヤー及び福祉輸送限定事業を含む。
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○ 燃料購入価格の推移（東京）

（注）①東京ハイヤー・タクシー協会調べ
②特別区スタンド価格

資料：ハイヤー・タクシー年鑑２０２５

◯ 原価構成
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◯ タクシー業の倒産、休廃業・解散

出典：帝国データバンク

※倒産：負債１，０００万円以上の法的整理

区　分 2020 2021 2022 2023 2024

倒　産 14 11 28 33 35

休廃業・解散 54 50 40 30 47

合　計 68 61 68 63 82

（単位：件）
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（注）グラフはタクシー運転者数（登録実施機関別運転者証交付数（法人））を、
令和２年３月末を１００として指数で表したもの。

○ タクシー運転者数（指数）

出典：東京ハイヤー・タクシー協会
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○ 乗合タクシー、日本版ライドシェアの普及促進、公共ライドシェアへの参画

タクシー業界は、「国土交通省「交通空白」解消本部」等と連携して交通空白の解消に向けて取組み

を進めております。

◆ 乗合タクシーの普及促進

◆ 空港・駅の乗り場の改善

◆ 日本版ライドシェア及び公共ライドシェアの普及促進

東京特別区・武三交通圏
日本版ライドシェア出発式（令和６年４月８日）
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○ ケア輸送サービスの推進

タクシー業界は、高齢者、障がい者、妊婦等手助けが必要な方々のための外出支援サービスに取り組

んでいます。

◆ ユニバーサルデザイン（ＵＤ）タクシー

◆ 福祉タクシー

◆ ユニバーサルドライバー研修

健常者はもちろんのこと、高齢者や妊産婦、子
供連れ、車椅子の方など利用者にとって乗降の
配慮がなされている流し営業も行うタクシー
国の認定制度に基づき、マークを車体に表示
約40，000台導入
（令和６年３月末）

車椅子のまま乗降できるリフトやスロープ付きワンボックス型車両、寝たきりの方が介助者と
一緒に乗車できる寝台付き車両、乗降が容易な回転シート付き車両のタクシー
約13，000台導入（令和６年３月末）

各地のタクシー協会、無線協同組合、事業者等において、一般タクシー乗務員に統一的なカリキュラムによる
ユニバーサルドライバー研修を実施し、高齢者や障がい者等の多様なニーズや 特性の理解、お客様との円滑
なコミュニケーションの確保等、適切な対応のためができるよう取組
東京タクシーセンター、神奈川タクシーセンター、名古屋タクシー協会、大阪タクシーセンターにおいては、全て
の新任乗務員が本研修を受講
研修修了者約180，000人（令和７年３月末）

目標 令和７年度末までにユニバーサルデザイン（ＵＤ）タクシーを含む福祉タクシーを

約９０．０００台導入

バリアフリー法に基づく基本方針

7



○ タクシー業界のＧＸの取り組み

タクシー業界は、 ２０５０年カーボンニュートラル達成を目指し、電動車等の普及促進等による環境

対策を推進しています。

GX実現に向けた基本方針
～今後10年を見据えたロードマップ～

（抜粋）
令和５年２月 閣議決定

2．エネルギー安定供給の確保を大前提としたGXに向けた脱炭素の取組

（2）今後の対応
9) 運輸部門のGX
⑤ 物流・人流
物流・人流における省エネ化や非化石燃料の利用拡大に向けた需要構造
の転換を実現するため、事業用のトラック・バス・タクシー等への次世代自
動車の普及促進や、再エネ関連施設の一体的な整備支援、鉄道や船舶へ
のモーダルシフトやドローン物流の実装等によるグリーン物流の推進、
MaaS（Mobility as a Service）の実装等による公共交通の利用促進
等を図る。

電気自動車(ＢＥＶ)
タクシー

燃料電池車(ＦＣＶ)タクシー
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/*

全国ハイヤー・タクシー連合会

自動車関係諸税の簡素化及び負担軽減措置の拡充

営自格差の見直しに名を借りたタクシー車両の自動車税増税に断固反対

総務省「自動車関係税制のあり方に関する検討会」税制改正要望

○ 自動車税と重複課税の「自動車重量税」は、道路特定財源から一般財源化され、既に課税根拠がなく廃止が必要
○ 石油ガス税など燃料課税における消費税の「タックス・オン・タックス」は極めて不合理な仕組みであり解消が必要

○ 営業用自動車に係る「自動車税の増税」は、地域住民の足の確保に努める公共交通事業者にとって大幅な税負担
○ タクシー事業の公共性に鑑み、軽減措置を見直すことなく、引き続きの維持・継続が必要

○ 電動車の普及等に伴う燃料課税の減少補填を自動車ユーザーに求めるのではなく、公平・中立・簡素な税負担が必要で
あり、走行距離課税等の導入に断固反対

○ 走行距離に対する課税は、自動車が生活の足である地方のユーザーや自動車運送事業者にさらに重い税負担

走行距離課税の導入に断固反対

ユニバーサルデザイン(ＵＤ)タクシー(レベル準１を含む)に対する自動車重量税の免税措置の延長

○ バリアフリー法の基本方針では、令和７年度末までにUDタクシーを含む福祉タクシーの導入目標を約90,000台に設定
○ 令和6年３月末時点導入実績は約52,000台（目標の約60％）
○ 令和６年４月に更なる普及促進のためＵＤタクシー認定レベル準１が新設
○ 交通弱者の方々の「移動の足の確保」にはバリアフリー車両の普及促進が不可欠であり、特例措置の延長が必要

自動車関係諸税の簡素化

自動車重量税のエコカー減税、自動車税のグリーン化特例及び自動車税(環境性能割)措置の適用期限の延長

○ 2050年カーボンニュートラルに向けて、環境性能に優れたタクシー車両の更なる普及促進のため、自動車重量税に係る
エコカー減税、自動車税に係るグリーン化特例及び自動車税（環境性能割）措置の適用期限の延長が必要
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